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「危険物施設の多様な使用形態に対応した技術基準のあり方検討会」の開催 

 

 

 

 

 

 

１ 背景・目的 

  太陽光発電は、エネルギー基本計画（平成２６年４月１１日閣議決定）に

おいて、「温室効果ガスを排出せず、国内で生産できることから、エネルギー

安全保障にも寄与できる有望かつ多様で、重要な国産エネルギー源」である

再生可能エネルギーとして位置づけられています。また、平成２４年から固

定価格買取制度がスタートし、日本でも太陽光発電の加速的な市場拡大が始

まり、全国でも日当たりの良い屋根や空きスペースなどが、太陽電池モジュ

ールの設置場所候補として検討されています。 

  このような状況の中で、危険物施設における太陽光発電設備の設置要望が

増えていることを踏まえ、危険物施設に太陽光発電設備を設置するという新

たな使用形態に伴って想定される火災危険性を抽出し、その安全対策を考慮

した技術基準のあり方について検討するための検討会を開催することとしま

した。（第１回は６月２４日（火）に開催予定。） 

 

２ 主な検討項目 

（１）太陽光発電設備が設置された危険物施設の実態調査 

（２）危険物施設に太陽光発電設備を設置する場合の火災危険性に関する事項 

（３）危険物施設に太陽光発電設備を設置する場合の安全対策のあり方に関す

る事項 

 

３ 委員 

  別紙のとおり 

 

 

 危険物施設に太陽光発電設備を設置するという新たな使用形態に対応し

た技術基準のあり方について検討するため、「危険物施設の多様な使用形態

に対応した技術基準のあり方検討会」を開催することとしましたのでお知ら

せします。 

＜お問い合わせ先＞ 

 消防庁危険物保安室  鳥枝補佐、中嶋係長、各務事務官 

 TEL：03-5253-7524（直通）/FAX：03-5253-7534 
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